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平成29年度老人保健事業推進費等補助金
ブロック内広域連携による福祉介護人材確保対策の地方厚生局による伴走型支援のあり方に関する調査研究事業

介護人材確保シンポジウム
～魅力ある介護業界と、基金事業の活用を考える～
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① 介護分野の有効求人倍率は、全産業と対比して高い水準で推移。
② 介護分野の労働市場の特徴として、失業率が低下すると有効求人倍率が上昇し、逆に失業率

が高くなると有効求人倍率が低下する傾向がある。
⇒景気が良くなると他の産業に人材が流れてしまう。

有効求人倍率（介護分野）と失業【16年～27年／暦年別】（倍）

失業率（右目盛）

有効求人倍率
（介護分野）
（左目盛）

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）

1. 介護人材確保の環境①（介護人材の有効求人倍率など）
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注）平成22年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」



① 現状の介護人材の不足感について、訪問介護の事業所では、「訪問介護員（ヘルパー）が不
足している」と回答した事業所が約半数である。

② 介護人材の不足理由は、「採用が困難である」が最も多かった。

1. 介護人材確保の環境②（介護人材不足とその理由）

3注）介護職員（施設等）：訪問介護以外の指定事業所で働く者。訪問介護員：訪問介護事業所で働く者。
【出典】平成２１～２７年度介護労働実態調査 （(財)介護労働安定センター）



① 介護福祉士を養成する大学・専門学校は、入学定員に対して入学者数が50％を割る状況。
⇒定員数や入学者数は減少傾向が続いており、2006年度は定員が約２万６８００人（４
０５校）、入学者数が約１万９３００人だったのに対し、平成２５年度は定員で約１万８
００人、入学者で約１万１３００人に減少。

② 介護事業者は、職員が確保できないために、施設の円滑な開設が妨げられている。
⇒空床のある施設のうち、約13％が「職員の採用が困難であるため」と回答

№ カテゴリー名 ｎ ％ ｎ ％

1 職員の採用が困難であるため 43 30.1％ 19 13.3％

2 職員の離職が多いため 29 20.3％ 4 2.8％

3 特になし 68 47.6％ 8 5.6％

4 その他 13 9.1％ 3 2.1％

無回答 19 13.3％ 109 76.2％

全体（空きが有ると答えた施設数） 143 100.0％

複数回答 最も重要なもの（単数回答）

（出典）厚生労働省 第４回福祉人材確保対策検討会（H26.7.25）参考資料２
介護福祉士資格の取得方法について

施設の定員に空きが生じている理由/職員側の理由

（出所）みずほ情報総研 平成２８年度 特別養護老人ホームの開設状況に関する調査研究
（厚労省委託調査）

1. 介護人材確保の環境③（養成校の入学者減少）
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2. 基金事業とは （地域医療介護総合確保基金）
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【出典】 厚生労働省「地域医療介護総合確保基金の活用について」



2. 基金事業の概要①
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【出典】 厚生労働省「地域医療介護総合確保基金の活用について」



２．基金事業の概要②
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【出典】 厚生労働省「地域医療介護総合確保基金の活用について」



２．基金事業（介護人材確保）①
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【出典】 厚生労働省「地域医療介護総合確保基金の活用について」



２．基金事業（介護人材確保）②
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【出典】 厚生労働省「地域医療介護総合確保基金の活用について」
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２．基金事業（介護人材確保）③

【出典】 厚生労働省「介護人材の確保について」



３．『戦略的』な基金活用に向けて本事業の目指すもの

・基金事業に関する都県（自治体）の企画・立案機能を強化していくために、ブロック単位での
地方厚生局及びアドバイザリーボードを活用して、具体的な支援方法を構築する。

地域医療介護総合確保基金

都県(自治体) 基金事業・プロジェクト
企画・立案

都県実施主体
人材センター

公募事業者
（学校・施設）

都県（自治体）における基金事業の企画・立案の支援を実施

＜助言機関＞

アドバイザリーボード

助言機関・仮説の承認
○良い基金プロジェクト・取組み（または仮説）を評価・承認・推奨
○より良くなる方法の助言・他事例などの紹介

厚生局

機関 目的・機能

○ブロック単位にて伴走して基金プロジェクトの企画・組成を支援（都道府県に対して）
○アドバイザリーボード、意見交換会、シンポジウムの企画・運営

有識者
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【3.有識者検討委員会】
（アドバイザリーボードによる協議）

●構造的な介護人材確保に
向けた対策＜基本的考え方の
整理＞
魅力ある事業者の増加を中心とし
た4つの政策ターゲット明確化と2つの
テーマ＜経営者の意識改革・介護の
イメージアップ＞の重要性確認

●今後介護人材確保は、ブロ
ック単位での対策が必要になる
ことが予見

●基金事業については、事業
者・養成校とも、認知度の低い
介護業界における全体的なＰ
Ｒ力強化が必要

各都県におけ
る、次年度以
降の基金事業
への反映・改善

●先進的取組事業者の事例紹介
●構造的な介護人材確保の考え方
●グループディスカッションによる、

気づき・アイディアの獲得

4. 意見交換会（内部共有）

5. シンポジウム（外部発信）

【1.前提】
基金事業（介護人
材確保）は２６メニ
ューあり、各都県が、そ
れぞれ個々検討を進
めながら、実施してきた

基金事業のＰＲ・認知度向上

●構造的な介護人材確保に
むけた基金事業の活用について
（パネルディスカッション）

基金事業のブラッシュアップ支援

【2.各都県の基金
状況・ニーズ】
●事業者の取組みが
最も重要と認識
●他都県での取組状
況を詳しく知りたい
［都県アンケート］

事業者等への
周知と、基金
事業への期待
・要望の収集

都県では、地域の実情に即した対応に苦慮しており、
試行錯誤を続けている状況。

４. 都県の企画・立案機能に対する支援方法

・都県（自治体）への企画・立案機能に対する支援検討を、下記方法にて実施。
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５．都県における基金事業の現状と課題【アンケート調査結果】

・魅力ある事業所・施設になることが、基金事業活用において重要。
・都県の基金担当者は、基金事業の事例検討や情報共有により、基金事業をより良くしていく
ための機会を求めている。

都県アンケート結果（一部抜粋）

1  当てはま

る

83%

2  やや当てはまる

17%

1.事業所が魅力ある職場になることが重要 1  当てはまる

50%2  やや当てはまる

39%

3  どちらともいえない

11%

1.基金事業の事例共有が効果的と思う

1  当てはまる

44%

2  やや当てはまる

28%

3  どちらともいえない

28%

2.基金事業担当者の情報共有、スキル

アップの機会が必要

＜基金事業のブラッシュアップ方法について＞

＜基金事業の活用方法について＞
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６. 基金事業を活用した介護人材確保の考え方

福祉介護
人材の確保

最終アウトカム

企画・立案
基金の利用

インプット アウトプット

基金事業
(プロジェクト)
の実施

中間アウトカム

事業者の態度
（考え方・事業
取組）・行動が

変わる

志望者
（採用）数
の増加

離職者数
の低減

再就職者数
の増加

学生・
地域住民

介護従事
者・職員

政策効果政策ターゲット

政策企画立案時の工夫

本事業においては、基金事業を以下のフレームワークで整理
魅力ある介護施設・事業者を増やしていくことが、福祉介護人材確保の近道と想定。
魅力ある施設・事業者を増やすには、事業者はもちろん、周辺住民や学生など周囲の意識を変革していくことが必要。
そこで、基金事業を以下Ａ～Ｄの４つに分類・整理。

(「戦略的基金活用事業」の仮説)

 自律的なサービスの品質向上・
キャリア形成を促す、または支援
する事業

 基金が有効に活用できているか
どうか、モニタリング（効果検
証）を行うなど「ＰＤＣＡサイク
ル」の運用を促す事業

就職希望者

事業者・
経営者

＜研修＞
介護従事者の
態度（能力・技
術）・行動が変

わる

＜セミナー＞
学生や地域住
民の態度(介護
のイメージ等)・
行動が変わる

＜説明会＞
就職希望者の
態度（考え方・
選考）・行動が

変わる

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

政策中間目標

学生・地域住民
など周囲の意識

変革
介護職に対する
イメージ・意識を

変える

事業者の
意識変革

事業者の競争環
境等が変化し、自
主的な取組が加

速される

魅力ある介護施
設・事業者の増
加・拡大
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７. 基金事業の企画立案機能の強化にて目指すもの

• 介護人材の確保・育成にあたり、介護業界全体の自立的・持続的な成長（魅力ある介護施
設・事業者が評価され・活躍していくこと）を促すことが重要

• 各自治体は、政策手段の一つとしての基金を通じて、事業者の主体的な取り組みを刺激し、
事業所全体の行動変容を促すこと（本事業のターゲットとなる基金事業）が、基金事業の戦
略的活用といえるのではないだろうか

・どのような基金事業が、事業者の行動変容をもたらしたか
・基金事業により、事業所はどう新事業所に変わったか

基金事業の活用にむけた視点
①基金事業（A,B）のブラッシュアップ
②事業所を新新事業所へと導く行動変容

アドバイザリーボード

行動変容を促
す基金事業A事業所

行動変容を促
す基金事業B

事業者全体の
自立的・持続的な成長

新新
事業所

新
事業所

本事業の
ターゲット

本事業の
ターゲット

助言
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○基金事業の企画・立案において、より戦略的なプロジェクトにしていくための実施方法に関する気づき
を得ることを目的として、都県（自治体）及び福祉人材センターの職員による意見交換会を開催。

＜実施概要＞
日時 ： 平成29年10月16日（月）13:00-17:00
参加 ： 都県(基金担当)・福祉人材センター29名

有識者(アドバイザリーボード) 5名
関東信越厚生局 近畿厚生局 8名
厚生労働省老健局 2名

目的 ： 基金事業の主体となる都県（自治体）及び
福祉人材センターの職員による基金事業の
取組事例（20件）を共有し、取組みの
方向性や戦略的な実施方法について検討。

*ファシリテーター： 関東信越厚生局
*事務局： みずほ情報総研

＜意見交換会の流れ＞
前半：講演（45分）
(1) 基調講演

「介護人材の確保について」
(2) 講演①

「ユニットケア推進と週休3日制導入の取組み」
(3) 講演②

「経営改善のポイント」

後半：グループディスカッション（180分)
(1) 代表的事例紹介
(2) 都県・福祉人材センター担当者が、

紹介事例について下記を整理
①疑問点（確認したい点）
②気づき、参考となった点
③改善のアイディア

(3) 班ごとに事例検討し、関心の高かった
事例詳細についてディスカッション

(4) 抽出した事例を各班ごとに全体発表
(5) 全体総括及び有識者（アドバイザリー

ボード）によるコメント及び総評

＜意見交換会にて事例として取扱った基金事業＞
□福祉人材センターの運営 地域密着面接会（東京）
□介護への理解促進事業（栃木県）
□かながわ感動介護大賞表彰事業(神奈川）
□複数事業所連携事業(茨城県)
*20件のうち関心の高かった事例

８. 「基金事業担当者介護人材確保意見交換会」 関東①
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＜実施概要＞
日時 ： 平成29年11月16日（月）13:00-17:00
参加 ： 県(基金担当)・福祉人材センター 20名

有識者(アドバイザリーボード) 3名
九州厚生局 3名
厚生労働省老健局 1名

目的 ： 基金事業の主体となる都県（自治体）及び
福祉人材センターの職員による基金事業の
取組事例（16件）を共有し、取組みの
方向性や戦略的な実施方法について検討。
*事務局： みずほ情報総研

＜意見交換会の流れ＞
前半：講演（45分）
(1) 基調講演

「介護人材の確保について」
(2) 講演① スマイリングパーク

「養護老人ホームの取組、ICT活用の取組」
(3) 講演②

「経営改善のポイント」

後半：グループディスカッション（180分)
(1) 代表的事例紹介
(2) 都県・福祉人材センター担当者が、

紹介事例について下記を整理
①疑問点（確認したい点）
②気づき、参考となった点
③改善のアイディア

(3) 班ごとに事例検討し、関心の高かった
事例詳細についてディスカッション

(4) 抽出した事例を各班ごとに全体発表
(5) 全体総括及び有識者（アドバイザリー

ボード）によるコメント及び総評

＜意見交換会にて事例として取扱った基金事業＞
□明るい職場づくり推進事業（佐賀県）
□介護の仕事魅力発信事業（佐賀県）
□介護役職者向けマネジメント研修事業（沖縄県）
□介護ロボット導入支援事業 (鹿児島県)
□介護未経験者就業支援事業（宮崎県）
*16事例のうち関心の高かったもの

８ 「基金事業担当者介護人材確保意見交換会」 九州②

○基金事業の企画・立案において、より戦略的なプロジェクトにしていくための実施方法に関する気づき
を得ることを目的として、県（自治体）及び福祉人材センターの職員による意見交換会を開催。
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＜意見交換会におけるアンケート結果＞
○講演

• 「介護人材確保の考え方や先進的な事業所の取組を知る事ができて良かった」

• 「先進的な取組を他事業所にも普及させていきたいと思いました」

○グループディスカッション

• 「他県でも同様の課題をかかえているということがわかり、解決策等について共有で
きたことがよかった」

• 「同様の目的の事業でも県により少しずつやり方が違うことがわかり、勉強になった」

などの好評を参加者より頂いた。

８. 「基金事業担当者介護人材確保意見交換会」 関東・九州のまとめ

• 都県担当者は、基金事業の企画・立案にあたり、①類似事業について研究し、②都県の状況を
踏まえながら仮説を考え、③工夫を凝らして事業を企画・立案、実施している状況が浮かび上
がった。

• 更なる企画立案機能の強化に向け、基金事業をどのように考えたのか、どのように工夫したのかと
いうポイントを共有していくことが、意見交換における情報共有として、より良かったのではないかと
考えられた。
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